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気候変動適応研究推進プログラムの概要 

 

１． 課題実施期間及び評価時期   

平成２２年度～平成２６年度 

中間評価 平成２４年度、事後評価 平成２７年度を予定 

 

２． 研究開発概要･目的 

気候変動の影響が顕在化し長期的な影響リスクが高まる中、世界的に気候変動に対す

る適応策の必要性が高まっている。文部科学省では、「低炭素社会づくり研究開発戦略」

を策定し、地球観測や気候変動予測、環境に係る基礎研究に加え、先端的な低炭素化の

ための技術開発や避けることのできない地球温暖化の影響に適応するための研究開発

など低炭素社会づくりに向けた研究開発を総合的に推進している。この戦略の一翼とし

て「気候変動適応戦略イニシアチブ」を立ち上げ、当該事業の中に、気候変動適応に関

する研究水準の大幅な底上げ、適応策検討への科学的知見の提供、気候変動による影響

に強い社会の実現に貢献することを目的として本事業を設定した。 

気候変動を考慮した適応策の立案には科学的根拠となる気候変動予測情報が不可欠

となるが、現在の気候変動予測の空間解像度では地域規模の使用には不十分であるなど

の課題がある。そこで、本事業は、気候変動予測の成果に基づいて、地域規模で行われ

る気候変動適応策に科学的知見を提供することを目的とし、必要となる研究開発を推進

するものである。研究の推進にあたっては、各課題が都道府県などの対象地域を定めた

うえで、（1）先進的なダウンスケーリング手法の開発、（2）データ同化技術の開発、（3）

気候変動適応シミュレーション技術の開発、の３つの研究テーマで研究を行う。また、

気候変動予測の時間的、空間的分解能の向上や予測に含まれる不確実性の低減、気候変

動適応シミュレーションの評価などを行うために必要不可欠となる観測研究の実施も

含まれる。 

 

３． 研究開発の必要性等 

【必要性】 

気候変動に対する対策の推進は世界的な喫緊の課題である。とりわけ、気候変動の影

響が顕在化する中で、地球温暖化の緩和に加えて、被害の軽減を図るための適応策の推

進が必須の状況にあり、地域レベルでの気候予測ダウンスケールをはじめ適応策検討の

科学的基礎となる研究が緊急に必要とされている。 

本事業は、全球規模の気候変動予測情報及び観測情報等を地域規模で活用できるよう

にするためのダウンスケーリング技術、不確実性を低減するためのデータ同化、さらに

適応シミュレーション技術を開発することにより、我が国及び世界が直面する気候変動

への適応策を立案するための科学的知見を創出することを目的としており、高い社会的

ニーズに対応して国が実施すべきものである。 
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【有効性】 

気候変動の影響は、広範囲にわたることが明らかになる一方で、適応策の研究はまだ

断片的に行われているに過ぎない。そのため、地域規模の気候予測技術の高度化や災害、

水資源、健康、生物多様性、農林水産業等について回復力（レジリエンス）や適応性を

増進する研究の推進は、安全・安心な低炭素社会の構築に対して有効性が大きい。今後、

各省庁による研究とも連携して、総合的な適応策検討の科学ベースを構築していく必要

がある。 

本事業では、適応策に関する科学技術的な成果と共に、社会的合意形成に有効な知見

が得られることが期待でき、政府主導の施策としては極めて優先度の高い事業である。

また、得られた成果は、開発途上国の課題解決にも寄与するものが多く、この面でも日

本が率先して研究開発することは有効である。 

 

【効率性】 

本事業は、専門的知見を有する専門家を、プログラムディレクター（PD）、プログラ

ムオフィサー（PO）として任用し、計画の妥当性や進捗状況を評価し、課題間の緊密な

連携を図りながら推進する体制となっている。また、定期的に外部有識者が参画する研

究調整委員会等を開催して評価を受けており、事業の進捗管理や効果的・効率的な運営

がなされている。 

 

４． 予算（執行額）の変遷 

年度 H22(初年度) H23 H24 H25 H26 総額 

執行額 5.8 億 5.7 億 5.6 億 調整中 

 

調整中 調整中 

(内訳) 科振費 5.8 億 科振費 5.7 億 

 

科振費 5.6 億    

 

５． 課題実施機関･体制 

研究代表者 

（プログラムディレクター：三村信男、プログラムオフィサー：太田俊二・武若聡） 

●気候変動に適応する河川・水資源地域管理システムの開発 

（研究代表者：東京大学 小池俊雄、以下「小池課題」という。） 

 

●日本海沿岸域における温暖化に伴う積雪の変化予測と適応策のための先進的ダウンスケ

ーリング手法の開発 

（研究代表者：海洋研究開発機構 木村富士男、以下「木村課題」という。） 

 

●北海道を対象とする総合的ダウンスケール手法の開発と適用 

（研究代表者：北海道大学 山田朋人、以下「山田課題」という。） 

 

●流域圏にダウンスケールした気候変動シナリオと高知県の適応策 

（研究代表者：農業環境技術研究所 西森基貴、以下「西森課題」という。） 
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●高解像度気候変動シナリオを用いた大都市圏の風水害脆弱性評価に基づく適応に関する

研究 

（研究代表者：防災科学技術研究所 大楽浩司、以下「大楽課題」という。） 

 

●都市・臨海・港湾域の統合グリーンイノベーション 

（研究代表者：海洋研究開発機構 高橋桂子、以下「高橋課題」という。） 

 

●フィードバックパラメタリゼーションを用いた詳細なダウンスケールモデルの開発と都

市暑熱環境・集中豪雨適応策への応用 

（研究代表者：名古屋大学 飯塚悟、以下「飯塚課題」という。） 

 

●気候変動下における四国の水資源政策決定支援システムの開発 

（研究代表者：高知工科大学 那須清吾、以下「那須課題」という。） 

 

●大気環境物質のためのシームレス同化システム構築とその応用 

（研究代表者：東京大学 中島映至、以下「中島課題」という。） 

 

●東北地域のヤマセと冬季モンスーンの先進的ダウンスケール研究 

（研究代表者：東北大学 岩崎俊樹、以下「岩崎課題」という。） 

 

●地球環境変動下における農業生産最適化支援システムの構築 

（研究代表者：東京大学 二宮正士、以下「二宮課題」という。） 

 

●気候変動に伴う水産資源・海況変動予測技術の革新と実利用化 

（研究代表者：海洋研究開発機構 淡路敏之、以下「淡路課題」という。） 

 

主管研究機関  北海道大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、高知工科大学、海洋研究開

発機構、農業環境技術研究所、防災科学技術研究所 

共同研究機関  北海道大学、弘前大学、岩手県立大学、秋田大学、筑波大学、千葉大学、東

京大学、東京工業大学、名古屋大学、石川県立大学、京都大学、高知大学、

高知工科大学、九州大学、海洋研究開発機構、国立環境研究所、産業技術総

合研究所、水産総合研究センター、農業環境技術研究所、農業・食品産業技

術総合研究機構中央農業総合研究センター、農業・食品産業技術総合研究機

構東北農業研究センター、青森県産業技術センター、富山県環境科学センタ

ー、富山県農林水産総合技術センター、高知県農業技術センター、日本気象

協会北海道支社 
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中間評価票 

 

（平成２４年８月現在） 

１．課題名 気候変動適応研究推進プログラム(RECCA) 

２．評価結果 

（１）課題の進捗状況 

気候変動への適応策の必要性が世界的に重要な課題となっている中で、本事業は地域（地方自治体等）

との連携を条件として、（１）ダウンスケーリング手法、（２）データ同化技術、（３）適応シミュレー

ション技術の開発という適応化研究の核となる技術や手法の開発を目指す重要な事業である。 

事業開始当初は別々に採択された 12 の研究課題を、 (A)水、(B)都市、(C)農林漁業の３つの研究領

域に分類して事業の構造を「見える化」するなど、プログラムディレクター（PD）及びプログラムオフ

ィサー(PO)のリーダーシップに基づいて、効果的・効率的に研究が進められている。 

さらに、外部有識者が参画する研究調整委員会等において評価を受け、それに基づいて次年度予算の

配分を見直すなど、効果的・効率的な事業運営がなされている。 

以上のことから、当初の目的と計画に沿って、ほぼ順調に進捗していると評価する。また、各課題に

より差はあるものの、地域との連携という困難なテーマをほぼクリアし、研究が定常状態に入ったこと

は評価できる。 

 

個別課題ごとの進捗評価は以下の通りである。 

 

【水領域】 

 小池課題 

流域水循環シミュレーションに関わる新たな手法の開発を組み合わせることによって、適応のための

河川・水資源管理システムの開発を行っている。擬似温暖化手法の検証、データ同化、降雪量の補正

等、順調に進捗している。 

 木村課題 

積雪に関するダウンスケーリングとバイアス軽減手法の開発を行っている。シミュレーションの定量

的な評価、検証や研究対象地域とのコミュニケーション等、順調に進捗している。 

 山田課題 

マルチ GCM（全球気候モデル）×マルチ RAM（地域気候モデル）による力学的ダウンスケーリング手

法の開発等、及び行政の予測ニーズの把握などを通して北海道の気候予測結果を分かりやすく公開す

る「近未来ビューワ」の開発を行っている。北海道地域の降水量、気温などが今後の気候変化でどの

程度変化するのかを推定する試みとして入力データとダウンスケーリングによる不確実性の幅を評

価するなど、順調に進捗している。 

 西森課題 

高知県を対象にして、気象、極端現象、水資源、農業、生態系を総合的に評価し、気候変動への適応

策提言につなげる取組を行っている。農業分野では、園芸環境シミュレータモデルのプロトタイプを

前倒しで構築している。一方で、課題内の連携体制にやや不明確な点があったものの、体制の改変に

より、現時点では概ね順調に進捗している。 
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【都市領域】 

 大楽課題 

東京大都市圏を対象にして、土地利用変化シナリオを用いた地域気候シミュレーションと風水害脆弱

性評価を行い、適応戦略の策定に資するシミュレーション技術の開発を行っている。紙媒体等で存在

する「地域計画アトラス」データを国土数値情報に整合する形にデータ化したことや、水害統計のデ

ジタル化から東京都市圏における都市の拡大・緑地変化のモデル化を可能にする等、着実に進捗して

いる。 

 高橋課題 

東京を対象に、ヒートアイランド現象、集中豪雨・内水氾濫の予測と水・緑のネットワークに基づく

適応策の効果の評価を行っている。都市気候の超詳細大規模シミュレーションを実施し、河川復元に

よる効果の評価を行う等、順調に進捗している。 

 飯塚課題 

地域気候から街区・建物周辺までズームインできる都市気候・気象モデルを開発し、名古屋周辺地域

を対象にして、ヒートアイランド、異常高温、集中豪雨などの予測と影響評価を行っている。高解像

度モデルの開発、それに基づくパラメタリゼーションやマルチスケールのシームレス結合手法の開発

等、順調に進捗している。 

 那須課題 

四国及び吉野川流域を対象に、気候変動の影響を考慮した水循環、水利用、水環境の統合シミュレー

ションモデルの開発を行っている。水資源に関する供給、需要、住民意識を結合した地域マネジメン

トシステムの開発等、着実に進捗している。 

 中島課題 

大気環境物質予測のためのシームレス同化システムの開発を行っている。次世代の NICAM

（Nonhydrostatic ICosahedral Atmospheric Model）非静力大気モデルに、二酸化炭素、水同位体、

短寿命ガス、エアロゾルを組み込んだ世界有数の大気環境物質モデルと同化システムを開発し、GOSAT

の観測結果と比較する等、順調に進捗している。 

 

【農林漁業領域】 

 岩崎課題 

ヤマセをはじめ東北地域の気候変化と短中期予測の農業気象情報への応用を行っている。ヤマセのダ

ウンスケーリングを、大循環パターンから雲の放射影響まで含めて進め、農業気象への影響評価も組

み合わせて推進する等、順調に進捗している。 

 二宮課題 

高詳細ダウンスケールモデル、地域土・水モデル、作物モデルを組み合わせて、品質まで考慮した農

業生産最適化支援システムの開発を行っている。水稲の品質確保を含めた観点から農業の意志決定支

援を明確に意識して研究を進める等、順調に進捗している。 

 淡路課題 

気候変動等に伴う生物激変に適応した漁業の実現に向けて、データ同化技術とネスティング技術を融

合した最先端ダウンスケーリング法の開発を行っている。大気海洋高次生態系同化システム、長期気

候変動影響下での水産資源変動推定、タブレット端末を活用したモバイルインターフェースの開発

等、順調に進捗している。 
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（２）各観点の再評価と今後の研究開発の方向性 

日本における集中豪雨や夏季の高温をはじめとして、世界各地において異常気象とみられる現象が頻

発している。これら現象の多くがグローバルな気候変動モデルによる中長期予測の範囲に含まれること

から、気候変動への適応策立案の必要性はますます強くなるものと予想される。したがって、本事業の

引き続きの強力な推進により、研究成果が適応策の策定に活用されることが期待される。 

今後は、課題間の一層の連携を強化することにより本事業から得られる成果を、できるだけ普遍化し

て研究対象地域以外の自治体等にも展開できるよう、「オールジャパン」を意識した効果的な事業とな

ることを期待したい。さらに、日本各地域での水、農業、都市気候などのダウンスケーリングや不確実

性に関する検討について、より汎用的な視点に立ち課題間で相互に検討がなされることを期待する。ま

た、研究成果が最終的に社会の全体の適応策に役立つようにするためには、自治体ばかりでなく企業と

の対話や意見交換にも取組むことも期待される。 

以上のことを留意したうえで、12 課題については、継続して推進すべきである。 

 

個別課題ごとの特記すべき評価事項は以下の通りである。 

 

【水領域】 

 小池課題 

研究対象地域を越え、他の地域への応用が利くような取組となることを期待する。世界でもユニーク

なダウンスケーリング手法を開発しており、自治体との連携を促進させることで利用価値が高い成果

が出ることを期待する。 

 木村課題 

自治体とのコミュニケーションの努力は評価できる。より一層、積雪地域を対象としている他の課題

との連携強化や研究対象地域以外の日本海沿岸地域への適応も実施されることを期待する。 

 山田課題 

自治体とコミュニケーションをとる努力は評価できるが、引き続き、北海道の適応策に活用できるよ

う一層の連携が期待される。 

 西森課題 

地域との連携を含め高知県における様々な業種への気候変化影響を調査しようとする取組は評価で

きるが、課題内の農業関連課題、水資源関連課題との連携が一層強化されることを期待したい。 

 

【都市領域】 

 大楽課題 

科学的、社会的な価値ともに大きいと思われる。都市圏の適応策に活用できるよう、科学的な情報提

供と社会的な意思決定の問題に対する考え方、立ち居振る舞い等について自治体等との一層の連携が

期待される。 

 高橋課題 

課題内の連携、協力体制強化を図るとともに、自治体とコミュニケーションをとる努力は評価できる

が、引き続き、都市圏の適応策に活用できるよう一層の連携が期待される。 

 飯塚課題 

自治体とコミュニケーションをとる努力は評価できるが、引き続き、都市圏の適応策に活用できるよ

う一層の連携が期待される。 

 那須課題 

科学的、社会的な価値ともに大きいと思われる。特に、意識構造モデルや地域経営のマネジメントサ

イクルをまわす考え方、及びそれらの背景にある科学情報との関係については、様々な社会の意思決
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定の問題に応用可能であると考えられるので、自治体等との一層の連携が期待される。 

 中島課題 

本研究成果の社会的な価値を高めるため、自治体と一層の連携を図り、温暖化の影響による汚染物質

の影響評価とその適応策の立案支援に貢献されることが期待される。 

 

【農林漁業領域】 

 岩崎課題 

東日本大震災の影響を乗り越え、順調に進捗している点は評価できる。今後は、研究対象地域以外の

地域への応用が利くような取組とともに、農業関係者との一層の連携を図ることを期待する。 

 二宮課題 

引き続き、農業関係者との一層の連携を図るとともに、自治体などによる適応策に利用されるために

データの不確実性に関する情報提供などについても検討を進められることを期待する。 

 淡路課題 

東北地方の漁業に対し震災からの復興に貢献するという社会的価値が本課題に付加されたことは重

要である。今後、研究対象地域を越え、他の地域への応用が利くような取組となることを期待する。

 

 

（３）その他 

 

気候変動適応策への関心はますます強まるものと予想されることから、各課題の範囲を超える本事業全

体に関わる取組として、以下が実施されることを期待する。 

 

 研究成果の受け手とのコミュニケーションには、今後一層力を入れていく必要がある。本事業

は社会とのつながりが重要なテーマであり、適応策の計画や実施においては、既存の縦割り行

政組織やセクターの壁を超えた行動が不可欠なため、共通の理解の基盤として科学的知見を最

大限活用する必要がある。理解増進のためのアウトリーチ展開を期待したい。 

 本事業により適応策の策定支援に必要な「科学的知見」を提供する際、論文の形式のみではな

く、移転可能なシミュレーションモデルあるいはソフトウェア、シミュレーション等の計算結

果データセット等の形で提供することも重要である。科学的知見の利用に関する解説・ガイダ

ンスブック、ベストプラクティス事例集についても事業全体で取りまとめることが強く期待さ

れる。 

 課題ごとだけでなく、３つの研究テーマや３つの研究領域ごとに、どのような共通の問題点や

特異な点があるのか、といったまとめ方や、今回の対象課題や地域で得られる成果を他の地域

に適用する場合の方法論や注意点について、各課題共通のテーマとして検討されることを期待

する。 

 収集されたデータ（例えば、地域計画アトラス、水害統計など）について、データ統合・解析

システム（DIAS）等と連携して幅広く利用される環境を構築することが必要である。 

 政府全体の気候変動適応対策の策定に本事業の成果が貢献できるよう、研究開発を推進してい

くことが重要である。 

 

 

 


